
公 務 災 害 ・ 通 勤 災 害

認定請求事務の手引

平成２９年４月（改訂）

地方公務員災害補償基金京都府支部



は じ め に

地方公務員災害補償法が昭和42年に施行されて、4９年が経過しましたが、

この間、通勤災害補償制度の創設をはじめとして、補償の種類の増加、給付

水準の改定など大幅な改善が図られました。

近年の社会情勢の変化や地方行政へのニーズの多様化に伴い、地方公務員の

負傷や疾病の発生態様も複雑・多様化しております。地方公務員災害補償制度

の改正とあわせ、当支部の業務も拡大し、かつ複雑化してまいりましたが、各

任命権者をはじめ関係各位の御協力により、円滑な事務の運営が図られており

ますことを、この機会をお借りいたしまして厚くお礼申し上げます。

一方、平成22年度からは、給付費の多い団体の負担金の額が増加する一方、

給付費が少ない団体については負担金の額が軽減する「メリット制」が導入さ

れ、各団体では、職員の安全衛生管理はもとより、財政負担削減の観点からも、

公務災害の未然防止に向けた取組みが一層求められております。

さて、当支部では、約46,000名の職員を対象に、迅速かつ公正な補償の

実施に努めておりますが、不幸にして職員が、公務又は通勤により災害を被

った場合には、どの様な補償が、どのような手続で行われるか、任命権者、

所属長及び事務担当者は十分理解し、被災職員又はその遺族に対して迅速か

つ適切な指導を行う必要があります。

この「公務災害・通勤災害 認定請求事務の手引」では、補償制度の概要

と、災害発生から認定請求までの事務処理について、出来る限りわかりやす

く説明しております。事務担当者はもとより、職員の皆様にも活用していた

だければ幸いです。

なお、公務災害・通勤災害の認定後の各種補償の内容や手続については、

当支部発行の「公務災害・通勤災害 補償のしおり」に記載しておりますの

で、参照いただきますようお願いします。

今後とも、迅速かつ公正な補償実施と災害の未然防止に努めてまいりたい

と存じますので、皆様方の一層の御協力をお願いします。

平成2９年４月

地方公務員災害補償基金京都府支部

事務長 足立 誠
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